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42,948 kl 

386,853 kl 

 

１ 概要 

  平成 30年度におけるし尿処理及び浄化槽汚泥処理の概要は，図３－１のとおりである。 

 

総 人 口 

 

2,840,143人 

 

 

[100％] 

水 洗 化 

人  口 

 

2,583,010人 

 

 

[90.9％] 

公共下水道 

人  口 
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[71.5％] 
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浄 化 槽          

  

浄 化 槽 

人  口 
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69 kl 

       

        

    

し 尿 処 理 施 設          
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人  口 
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[9.1％] 

計画収集 

人  口 

 

250,534人 
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下 水 道 投 入          
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自家処理 

人  口 
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自 家 処 理          

3,870 kl 

  

      

      

 

図３－１ し尿処理及び浄化槽汚泥処理の概要（平成 30 年度） 

 

（注）１ 浄化槽人口にはコミュニティ・プラント人口（3,896 人）を含む。 

２ 県外分とは，山口県和木町からの受託分であり，【 】内に表記し，外数としている。 

３ 「その他」とは，し尿処理施設又は下水道投入以外の処理をいい，農地還元を含む。 

４ 端数処理のため，割合の合計が一致しない場合がある。 
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排水 

し尿 
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し尿 
3,870 kl 
 

汚泥 
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0 kl 0 kl 

30,287 kl 

167,783 kl 
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２ 処理人口 

(1) 処理人口の推移 

   し尿処理人口の推移は，表３－１及び図３－２のとおりである。計画収集人口の見直し等に伴い，自家

処理人口は減少傾向にある。 

市町別の水洗化人口及び非水洗化人口は，Ⅳ資料編の資料－表 16 に示すとおりである。 

 

表３－１ し尿処理人口の推移（平成 26 年度～平成 30 年度） 

     （単位：人） 

区  分 

 

 

 

 

年  度 

計 画 処 理 区 域 人 口                         

水 洗 化 人 口           非 水 洗 化 人 口           
 

 

合   計 下 水 道      

人   口 

浄 化 槽      

人   口 
小   計 

計画収集      

人   口 

自家処理      

人   口 
小   計 

26 1,938,500 612,126 2,550,626 307,014 12,776 319,790 2,870,416 

27 1,958,033 605,433 2,563,466 289,739 10,927 300,666 2,864,132 

28 1,979,571 593,374 2,572,945 276,104 9,587 285,691 2,858,636 

29 2,009,758 566,024 2,575,782 266,776 7,653 274,429 2,850,211 

30 2,029,342 553,668 2,583,010 250,534 6,599 257,133 2,840,143 

（注）水洗化人口について 

下水道人口とは，実際に下水道に接続してし尿等を処理している人口を，浄化槽人口とは，浄化槽（合併処

理浄化槽，単独処理浄化槽，農業集落排水処理施設等）を利用してし尿等を処理している人口を，水洗化人口

とは両者を合わせた人口をいう。なお，浄化槽人口には，コミュニティ・プラント処理人口を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ し尿処理人口の推移（平成 26 年度～平成 30 年度） 

（注）合併処理浄化槽人口には，農業集落・漁業集落排水処理施設人口を含む。 
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(2) 水洗化率及び非水洗化率 

水洗化率及び非水洗化率の推移は，表３－２及び図３－３のとおりである。 

 

表３－２ 水洗化率及び非水洗化率の推移（平成 26 年度～平成 30 年度） 

（単位：％） 

区  分 

 

 

年  度 

水 洗 化 率           非 水 洗 化 率           

下 水 道 

水 洗 化 率 

浄 化 槽 

水 洗 化 率 
小   計 計画収集率 自家処理率 小   計 

26 67.5 21.3 88.9 10.7 0.4 11.1 

27 68.4 21.1 89.5 10.1 0.4 10.5 

28 69.2 20.8 90.0 9.7 0.3 10.0 

29 70.5 19.9 90.4 9.4 0.3 9.6 

30 71.5 19.5 90.9 8.8 0.2 9.1 

全 国 

（30年度） 
75.6 19.6 95.2 4.8 0.1 4.8 

   （注）１ 水洗化率・非水洗化率は，表３－１に示した各区分の人口の総人口に対する割合である。 

      ２ 端数処理のため小計が合わない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ し尿水洗化率の推移（平成 26 年度～平成 30 年度） 

 

67.5 68.4 69.2 70.5 71.5

21.3 21.1 20.8 19.9 19.5

10.7 10.1 9.7 9.4 8.8

0.4 0.4 0.3 0.3 0.2

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H26 H27 H28 H29 H30

県
内
人
口
に
対
す
る
割
合
（％
）

（年度）

自家処理率 計画収集率 浄化槽水洗化率 下水道水洗化率



- 28 - 

３ 収集量及び処理量 

(1) 収集量 

   し尿及び浄化槽汚泥の収集量形態別収集量の推移は，表３－３のとおりである。 

   平成 30 年度における年間総収集量は，し尿が 198,070kl，浄化槽汚泥が 429,801kl で，合計は 627,871kl

である。 

   し尿収集量については，下水道及び浄化槽の普及により年々減少する傾向にある。 

   一方，浄化槽汚泥については，新規設置及び合併浄化槽への転換による増加要因と，下水道への転換に

よる減少要因がある。 

   なお，収集形態別にみると，し尿，浄化槽汚泥とも，許可業者による収集が主に行われている。 

 

表３－３ し尿及び浄化槽汚泥の収集形態別収集量の推移（平成 26 年度～平成 30 年度） 

（単位：kl／年） 

年度 区分 直  営 委  託 許  可 総収集量 

26 

し   尿 13,863 41,386 171,005 226,254 

浄化槽汚泥 0 6,213 432,234 438,447 

計 13,863 47,599 603,239 664,701 

27 

し   尿 13,393 42,825 162,132 218,350 

浄化槽汚泥 0 6,306 434,273 440,579 

計 13,393 49,131 596,405 658,929 

28 

し   尿 12,901 41,122 156,570 210,593 

浄化槽汚泥 0 6,551 431,591 438,142 

計 12,901 47,673 588,161 648,735 

29 

し   尿 12,190 38,627 152,260 203,077 

浄化槽汚泥 0 6,707 431,875 438,582 

計 12,190 45,334 584,135 641,659 

30 

し   尿 12,417 37,709 147,944 198,070 

浄化槽汚泥 0 7,688 422,113 429,801 

計 12,417 45,397 570,057 627,871 

   （注）数値には県外分を含んでいない。 

 

(2) １人１日当たりの排出量 

   し尿及び浄化槽汚泥の排出量の１人１日当たりの推移は，表３－４のとおりである。 

   浄化槽汚泥の１人１日当たりの排出量は合併処理浄化槽の普及などの要因から増加する傾向にある。 
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表３－４ し尿及び浄化槽汚泥の１人１日当たりの排出量の推移（平成 26 年度～平成 30 年度） 

（単位：ﾘｯﾄﾙ／人・日） 

年 度 

 

区 分 

26 27 28 29 30 
全国平均 

（平成30 年度） 

し   尿 2.02 2.06 2.09 2.09 2.17 2.63 

浄化槽汚泥 1.96 1.99 2.02 2.12 2.13 1.59 

平 均 1.99 2.03 2.06 2.11 2.15 2.11 

（注）１ し尿１人１日当たりの排出量（ ﾘｯﾄﾙ／人×日）=（し尿収集量）／（計画収集人口×365又は366日） 

    ２ 浄化槽汚泥１人１日当たりの排出量（ ﾘｯﾄﾙ／人×日）=（浄化槽汚泥収集量）／（浄化槽（コミュニティプラ

ントを含む）人口×365又は366日） 

 

(3) 処理量 

   し尿及び浄化槽汚泥の処理量は，県外からの受託分を含み 198,139kl 及び 430,133kl となる。これらの

形態別処理量の推移は，表３－５のとおりである。し尿及び浄化槽汚泥ともに，ほとんどがし尿処理施設

で処理されている。 

 

表３－５ し尿及び浄化槽汚泥の形態別処理量の推移（平成 26 年度～平成 30 年度） 

（単位：kl／年） 

年   度 

区   分 
26 27 28 29 30 

し 
 
 
 
 

尿 

し尿処理施設 183,702 185,692 178,602 172,160 167,783 

下 水道投 入 35,035 33,371 32,053 30,197 30,356 

そ  の  他 0 0 0 820 0 

小 計 218,737 219,063 210,655 203,177 198,139 

浄
化
槽
汚
泥

 
 
 
 
 
 
 

 

し尿処理施設 391,838 397,947 395,281 394,911 386,853 

下 水道投 入 44,753 44,024 43,152 40,984 43,280 

そ  の  他 0 0 0 2,963 0 

小 計 436,591 441,971 438,433 438,858 430,133 

計 

し尿処理施設 575,540 583,639 573,883 567,071 554,636 

下 水道投 入 79,788 77,395 75,205 71,181 73,636 

そ  の  他 0 0 0 3,783 0 

小 計 655,328 661,034 649,088 642,035 628,272 

（注）１ 数値は県外からの受託分の処理量を含む。 

   ２ 「その他」とは，し尿処理施設又は下水道投入以外の処理をいい，農地還元を含む。 
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(4) 自家処理量 

   本県における自家処理量の推移は，表３－６のとおりである。 

   市町村合併に伴い収集処理体制の見直しが図られたことなどにより，平成 17 年以降，自家処理量が大幅

に減少し，その後も減少傾向にある。また，浄化槽汚泥の自家処理も解消されている。 

 

表３－６ 自家処理量の推移（平成 26 年度～平成 30 年度） 

（単位：kl／年） 

年   度 

区   分 
26 27 28 29 30 

し     尿 7,682 5,408 4,755 3,681 3,870 

浄化槽汚泥        0 0 0 0 0 

合   計 7,682 5,408 4,755 3,681 3,870 

 

   市町別のし尿及び浄化槽汚泥の収集形態別収集量・手数料・形態別処理量及び自家処理量は，Ⅳ資料編

の資料－表 17 に示すとおりである。 
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４ 処理施設の整備状況と処理実績 

(1) 整備状況 

   本県には，し尿処理施設が 29 施設ある。また，コミュニティ・プラントは２施設ある。 

   し尿処理施設及びコミュニティ・プラントの位置図は，図３－４のとおりである。 
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    ～     ：施設番号（コミュニティ・プラント） 

 

         ：一部事務組合構成区域 

１ 29 
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安芸地区衛生施設管理組合 
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図３－４ し尿処理施設等の位置図（平成 30 年度） 

 

(2) 処理実績 

   本県におけるし尿処理施設及びコミュニティ・プラントの処理実績等の一覧表は表３－７，表３－８の

とおりである。 
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５ 浄化槽 

(1) 設置状況 

本県における浄化槽の設置基数は，平成 30 年度末現在 169,959 基であり，単独処理浄化槽は 72,666 基，

合併処理浄化槽が 97,293 基である。浄化槽の設置基数の推移は，表３－９及び図３－５のとおりである。 

平成 30 年度は前年度に比べ，単独処理浄化槽は 2.1％減，合併処理浄化槽は 2.4％増であった。 

平成 12 年６月の浄化槽法の改正により，し尿と生活雑排水とあわせて処理する合併処理浄化槽が浄化槽

と定義され，新たに単独処理浄化槽を設置できなくなったことから，既設のものが廃止されたり下水道又

は合併処理浄化槽に転換されたりすることにより減少傾向にある。 

一方，合併処理浄化槽については，し尿汲み取りや単独処理浄化槽からの転換により増加傾向にあり，

平成 30 年度の浄化槽の新規設置の届出は 2,814 基であった。 

 

表３－９ 浄化槽の設置基数の推移（平成 26 年度～平成 30 年度） 

（単位：基） 

年   度 

浄 化 槽 
26 27 28 29 30 

単独処理浄化槽 86,167  84,045  77,859  74,204 72,666 

合併処理浄化槽 90,688  91,695  93,605  95,048 97,293 

合   計 176,855  175,740  171,464  169,252 169,959 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５ 浄化槽の設置基数の推移（平成 26 年度～平成 30 年度） 

 

(ｱ) 人槽区分別の設置基数 

     人槽区分別の浄化槽の設置基数は，表３－10 のとおりである。 

     一般的に，一戸建て住宅では主に 10 人槽以下のものが設置されており，集合住宅やマンション等で

は，世帯数に応じた規模の浄化槽が設置されている。また，商業施設や学校，病院，宿泊施設等にお

いては，施設の利用人数や利用形態に応じた規模の浄化槽が設置されている。 

     なお，浄化槽法に基づき技術管理者を置かなければならないとされている 501 人槽以上の規模の浄

化槽は，平成 30 年度末現在，県内に 252 基設置されている。 
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表３－10 人槽区分別浄化槽の設置基数状況（平成 30 年度） 

（単位：基） 

人   槽 

 浄 化 槽 
～20 21～500 501～ 合  計 

単独処理浄化槽 65,509 7,154 3 74,204 

合併処理浄化槽 91,311 5,733 249 95,048 

合   計 156,820 12,887 252 169,252 

 

(ｲ) 構造基準別の設置基数 

本県における構造基準別浄化槽の設置状況は，表３－11 のとおりである。 

 

表３－11 構造基準別浄化槽の設置状況（平成 30 年度） 

構 造 基 準        設置基数（基） 構 成 比（％） 

旧構造基準適用 21,422  12.6  

新構造基準適用 148,537  87.4  

合   計 169,959  100.0  

   （注）昭和 56 年６月１日に浄化槽法が全面的に改正され，改正前に設置された浄化槽を 

旧構造基準適用，改正後に設置されたものを新構造基準適用の浄化槽という。 

 

(2) 法定検査 

   浄化槽の管理者は，浄化槽が正しく機能しているかを確認するため，浄化槽法に基づき，指定検査機関

が実施する法定検査を受けることが義務付けられている。 

   浄化槽の法定検査の受検率の推移は，表３－12 のとおりである。 

 

表３－12 浄化槽の法定検査の受検率の推移（平成 30 年度） 

（単位：％） 

年   度 

区   分 
26 27 28 29 30 

全 国 

（平成30 年度)

新設時等検査（７条検査） 99.7 99.4 99.5 100.0 99.8 94.4 

定 期 検 査（11 条検査） 61.8 65.4 67.4 70.5 70.7 43.1 

 うち合併処理浄化槽 72.7 76.1 76.9 79.0 78.9 61.4 

 

   本県の法定検査の受検状況について，新設時等においては 99.8％が受検しているが，毎年１回行う定期

検査の受検率は 70.7％となっている。 

   本県では，受検率の向上のため種々の取組を進めているところであり，受検状況は徐々に改善している。 

   なお，浄化槽の法定検査については，国全体の状況においても受検率が低いことが問題となっており，

浄化槽法が改正され，平成 18 年２月から法定検査を受検しない者に対する行政の指導権限が強化された。 


